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　農山漁村や中山間地域、あるいは東北地方の被
災地など条件不利とされてきた地域では、小さな
地域ビジネスを自身で構築し、担い手となるケー
スがこのところ目立ってきた。そのような地域ビ
ジネスの特徴には次のような特徴がみられる。
　「地域資源を活用した産品を生み出すと同時に地
域問題を解決し、その過程において雇用や所得が創
出され、生活の質を豊かにしていく。また、地域内
で相互扶助が強くみられ、地域外との交流を積極的
に行いながら、地域の魅力を共有、発信している。」
　これからの時代、このような「小さな地域ビジ
ネス」を多く生み育てられる環境をそれぞれの地
域でつくっていくことが求められる。人口減少、
超高齢化が進むなかで、経済的価値と社会的価値
の両立を目指すような地域の取り組みに新たな兆
しがみられる。では、その担い手はどのような人
びとであろうか。
　地方や農山漁村の取り組みをみていると、社会的
企業やソーシャルビジネスやNPOと名乗らずとも、
そのような役割を担うキーパーソンが、案外どこ
かしこにもいることに気づく。実際、農家や漁師、
中小企業の経営者や商店主たちが、本業とは違う
別のもう一つの仕事を自ら築きながら、地域ビジ
ネスに踏み込んでいる。あるいは、公務員や農協
職員、農村女性など、いわゆる「ふつうの人びと」
が今やなんらかの地域ビジネスの担い手となって
いるのである。農村女性たちによる農産物加工や
農村レストランの営みはその象徴であろう。
　地域でもう一つの仕事を担っている人材は、東
北の被災地にも多くいる。むしろ、地域の課題が
山積する被災地ではそうした現象が先行している
のではないか。
　例えば、宮城県南三陸町の仮設商店街「南三陸
さんさん商店街」で飲食店を営む経営者は同級生
である役場の職員とともに、地元名産の「タコ」
をモチーフにしたキャラクターグッズを製造販売
する新たな事業を立ち上げ、仮設住宅に住む被災
者の仕事づくりに邁進している。25人ほどの雇用
を生み、グッズの製造販売だけでなく、外から来
る人びとの交流拠点も築き、そこでも仕事を新た
に生み出している。
　また、同じ南三陸町の仮設商店街「伊里前福幸商

店街」で食料品店を営む店主は、仮設住宅に向けて
「軽トラ」での移動販売を定期的に実施している。
元は市街地に近いところに住んでいた人びとの多
くが高台へ移転し、買い物すら容易にできない状況
に置かれている。そこに「軽トラ」での移動販売が
入り込み、中山間地域、被災地で重宝されている。
　このように、地域課題は行政やNPOだけに依
存するのではなく、自らが仕事をつうじて貢献す
る時代になっている。一人二役、何役も担う人材
がこれからの時代には求められることを暗示して
いるようである。
　これは最近、上野千鶴子氏が「ゴー・バック・
トゥ・ザ・百姓ライフ」と唱えている考え方にも
つうじる。「百姓」は「百（くさぐさ）の姓（か
ばね）」で多様な職業の組み合わせを意味する。
稲作・畑作だけでなく、加工品を作ったり、民泊
を実施したり、冬には内職など多くの仕事をこな
す。ひとつの収入減に頼るサラリーマン・ライフ
は、分業化と専門化が進んだ近代で生じた一過性
のことである。
　したがって、今後は環境変化に対応して生き抜
くためにも、専門化した仕事や領分ではない柔軟
な「百姓ライフ」＝「ひとりダイバーシティ」が
強みになってくるのではないか。上野氏は女性の
働き方と生き方から説いているが、この「ひとり
ダイバーシティ」は地域での仕事を考えるうえで
もつうじるところが大きいように思う。
　数年前から地域の現場では「新たな公」という
政策概念を想起させるような、民間が公共領域を
担うような創意工夫の活動が各地でみられるよう
になってきた。今後、地域のコミュニティで生活
支援を実施していくには、従来は公共が担うとさ
れてきた領域を民間や住民、さらには外部や新た
な組織なりが担っていく仕組みも考えていかねば
ならないだろう。
　それを担うのは専門化した職業領域ではなく、
むしろ一人何役か社会的な顔を持つ人びとなのか
もしれない。柔軟な生き方を示す「ひとりダイ
バーシティ」は、地域の課題への柔軟なアプロー
チを可能にし、今後の社会のキーワードになりう
るのではないだろうか。

《巻頭言》
地域の担い手のキーワード「ひとりダイバーシティ」

大阪市立大学大学院　創造都市研究科　准教授　松永　桂子
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地域社会の可能性

美作東備森林組合　代表理事組合長　道上　正寿

　1950年生まれの私は、裏山や川で育った幼少

時代、その強い記憶が作用したのでしょう、大学

卒業後就職の経験がないまま、親父の農業経営に

参加しました。牛をベイスにした農耕から耕運機

へ、まもなくトラクターが入り、田植機と零細農

耕経営が続いたと覚えています。時代の変遷は早

く、沢山の仲間は就職で田舎から離れて人口が激

変したのもその世代でした。

　家は大百姓で米作 3ヘクタール、乳牛30頭、山

林15ヘクタールの複合農業の経営で生計を立てて

頑張りました。大半の農家から和牛が居なくなっ

たのもその頃です。すると、和牛との生活形態が

なくなり、草刈り場だった山林が解放されて、国

の拡大造林の推進と重なって大きな夢を描きなが

ら、みんなで植林した時代がしばらく続きました。

　時を同じくして、国の輸出入の課題がテーマに

なり、林産材の完全自由化が推進されたのもその

頃です。厳しい環境におかれた農林業でしたが、

それでも家族みんなで関わった田植え、稲刈り、

月明かりでした稲のはで掛けや、小雪が舞う極寒

での親父と二人での枝打ちは今でも鮮明に思い出

され、厳しい環境下の中にも、楽しみもいくらか

あったと記憶しています。厳しい農家経営で女房

に生活費を渡すために、農協の手形貸し付けで対

応した時代が続いたと記憶していますが、それで

も沢山の村民が夢を抱き、競争のように植林した

山林がやがて50年の樹齢を迎えて、搬出できる時

代に入ります。

　ところが、全国の植林された人工林が1000万ヘ

クタール、山林の成長する材積が国の木材需要を

上まわることが現実の環境にもかかわらず、国産

材の自給率が約27%と、不思議な状況が続いてい

ます。

　約半世紀の厳しい農家経営が続きましたが、

2000年に西粟倉村の村長選挙に挑戦して、強い縁

があり、三期12年間村の舵をとることになりまし

た。バブルがはじけて10年以上が経過して失われ

た10年とも20年とも言われて、東アジアの経済が

成長し、地域社会の経済環境や雇用環境が悪化し

て大きく変わった時期でもありました。一方で平

成の大合併の気運が高まり、小泉総理が誕生して

合併と行政のスリム化がセットになって、三位一

体改革の名の下に交付税が大幅に削られ、全国一

斉に合併の雪崩現象が始まったと記憶しています。

　聖域なき構造改革と合併のあめ玉との使い分け

で、全国約3300の市町村が1800市町村になり、

大きな平成の大合併になり、国にとっては成果が

上がったと認識しています。

　孤独感あるいは財政的な要因、教育や医療の基

本的なサービスが対応できるかどうか、いろいろ

な問題もあったと考えますが、英田郡西粟倉村と

して「合併しない選択」を良しとしました。

　「湯の里、木の里、雪の国」をテーマに「村づ

くり」に頑張ってきましたが、グローバリゼイ

ションという市場化のなかで、さらに大きく捕ら

えることが可能かどうか、小さく構えて個性ある

経済を発信していくのか、職員、住民と意見を戦

わしながら、樹齢50年、5000ヘクタール、人工

林率85%の山林を何とかしたいという願望は全員

にありました。議論の末、「新産業」から「心産業」

そして「森産業」を繰り返し議論しました。

　85%の森林が村にとって大切ということは誰で

も理解可能ですが、川下から川上までのあり方に

は、ただ途方にくれて、ただ時間が経過し、「心

産業」を村の「テーマ」とするという結論になっ

たものの、具体性が乏しく理解されないまま時間

が経過したと記憶しています。反省も踏まえて次

の世代に伝えたいもの、整理したいものも含めて

再度挑戦して、生業として住民の心からほぼ消え

かかっている5000ヘクタールの山林の管理をな

んとかしたい、しかも森林を村のなかで六次産業

化して、素材から商品にして、小さな経済と雇用

!
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を持続できるのではと結論づけました。

・まず、零細な林家の山林を集約化できない

か、集約化してコストを落とせないか、生業

として非常に厳しい環境下だからこそできる

集約化が可能では。

・個人個人では、山に10年、20年間も入ってい

ない住民が大半を占める。

・人工林の森を50年単位で美しい森にできない

か。

・きれいに管理された100年の森は美しい、村

の産業のなかで大切

・山の施行管理は村民、森林組合で対応できる

が、販売や加工は苦手。

※ここの克服が絶対ではと強く思い、山の大

切さや山の抱く多様性として、施行管理の

必要性を共有できたと記憶しています。

・集約化して、タテの作業道からヨコの作業道

にして、管理を容易にする。

・温暖化対策、CO2、カーボンオフセットも含

めて前向きに捕らえる。

・従来の構造材だけの生産から限りなく森林の

多様性を求める。

　川上から川下まで十分検討して、商品化の判断

を明確にする等色々な問題があるなかで、村の森

に対して、重い停滞感を何とか取り除くことが村

の持続と活性化につながると信じて、村の将来ビ

ジョンや百年の森づくりについて、東京や大阪で

村のワークショップを開き、市場に近い都市との

交流も含めて、村外の人材を求める覚悟をして、

心配しながらも挑戦しました。

　時代が市場化のなかで、規模の原理が作用して

拡大していくことの良し悪しは別にして、グロー

バリゼイションはこれからもさらに推進されるこ

とでしょう。大きな時代の変遷のなかで、村では

「百年の森づくり」を循環できる地域資源と考え、

今日現在「樹齢50年、5000ヘクタールの山林を

あと50年手を加えて美しい森として次の世代に継

続して行く」ことを村民と共有しました。しかも

森づくりは住民の強い百年への思いが持続できれ

ば、間伐を繰り返すことで、森は美しく、山の材

積は増加しつづける資源ということが明確です。

個人個人の林家と村役場は10年の施行管理契約を

結び、集約化して長期の展望での低コストの大切

さ、多様性と自由な発想の意味を徹底しました。

　一方、素材生産から利用する林業への脱皮は非

常に大切な展開で、「森の学校」を「森の商社」

と位置付けて、学校の 7 人の職員全員を村外の

人材にすべてを任せるという強い意志をもってス

タートさせました。そうした経緯のなかで村外の

新たな住民が60人近くになり、集落の祭りに参

加したり、顔見知りでない人がある日突然に隣の

空き家に住み込んで、新たな出会いが起きました

が、全てが楽しいことばかりではありません。心

配しながら、新たな住民との付き合いが始まりま

した。行政は忍耐強く、仕組み作りで対応したり、

新たな住民との問題の共有が大切な一面です。

　これからもTPPの国際協定の行く末を心配し

ていますが、いずれ大きな市場に向かって、急激

な変化が起きることは紛れもない事実でしょう。

その規模の原理に対して、対応していくことは今

までもこれからも不可能ではと感じています。

そのことよりも地域資源を使った地域資源の循環

を起こし、辛抱強く対応していくことや、新たな

感性を得るために国際化も含めて新たな人材を迎

えることそのものが、限りなく新しさの創造であ

り、古くて守りたいものへの優しさかもしれませ

ん。

　森づくりは50～100年周期で経済行為が起こり

ます。1950年に植え込んだ杉・桧が2000年には

少し杉林らしくなっても不思議ではありません

が、半世紀の経済の発展・変化は、大きくなった

森の成長より、遥かに人の生活を激変させてしま

います。

　2050年には100年の森になり、自然や生態に優

しく美しい森へ育っているでしょう。その過程の

中に「よそ者、ばか者、若者」が中心として参加

する、行政はしっかりした夢のある大きなビジョ

ンを持ち、長い時間軸で将来を見据え発信しつづ

けることで、植林した人の夢が満載されてストー

リーいっぱいの堂々とした「100年の森」はきっ

と美しく育っているでしょう。そんな森が実はオ

ンリーワンの地域資源だと信じてやみません。

 



協働とコミュニティビジネス型の

自然エネルギー普及に関する展望

自然エネルギー信州ネット　事務局長　宮入　賢一郎

１．自然エネルギー信州ネットの発足
　東日本大震災と原子力発電所の事故を契機に、

安全で安心して使えるエネルギーや省エネルギー

への関心が高まっている。とくに再生可能な自然

エネルギー（以下、自然エネルギー）は、地域の

天然資源を活用した地産地消型で持続可能なエネ

ルギーとして注目されている。

　これまでも自然エネルギーの技術開発や実用化

が進められてきたが、市民生活に広く普及するに

はコストをはじめとする課題も存在した。平成24

年 7月から「再生可能エネルギーの固定価格買取

制度」が始まり、社会全体で自然エネルギーを普

及、拡大させるスキームが構築され、事業化への

課題解決に光明がもたらされたといえよう。

　地域住民が主体的に参加しながらこのような諸

条件や課題を解決し、自然エネルギーを普及させ

ていく取組みを行うために、震災前から準備して

いた『自然エネルギー信州ネット』が平成23年 7

月に発足した。

２．自然エネルギー導入の意義
　化石燃料に依存しない自然エネルギーは、地球

温暖化を防止するという環境保全の目的から導入

が進められてきた。例えば森林資源は、樹木の成

長過程における光合成による二酸化炭素の吸収量

と、樹木をエネルギーとして焼却した場合におけ

る二酸化炭素の排出量が相殺されることから、実

際に大気中の二酸化炭素の増減に影響を与えない

ことが考えられる。これをカーボン・ニュートラ

ルという。また、森林資源は木材生産の過程で発

生した枝条・末木、製材端材などの未利用資源を

エネルギー化することで資源の有効利用と雇用創

出の効果なども期待できる。

　長野県内における化石燃料輸入相当額は年間約

3700億円程度と推定され、県内の建設業総生産と

ほぼ同等程度、農林水産業の約 2倍に相当する。

化石燃料の輸入額の多くが海外に流出することを

考えると、一部でも地域資源を活用した自然エネ

ルギーへと転換することで地域への経済効果が現

実的なものとなるであろう。

　化石燃料輸入額は年々増大しており、我が国は

化石燃料依存から未だに脱却できてない。海外か

らの輸入に頼る化石燃料は、過去のオイルショッ

クやガソリンスタンドでの給油待ちなどの経験か

らも明らかなように、決して安定して供給される

エネルギーとは言い難い面もある。さらに金額の

変動も大きい。その点において、例えば木質ペ

レット燃料は地域での生産・流通であることから

一般的な住宅の年間所用熱量（5,160,000 
kcal）を、石油ストーブおよびペレットス
トーブで、1日10時間・燃焼強さ「中」で
使用した場合（11月～3月の5ヶ月間）

※ペレットは地域産間伐材を利用したも
の。ペレット45＝45円 /kg、ペレット
47＝47円 /kg とした暖房コスト。全国
的には、さらに低廉なペレットも生産
されている。

※灯油は、長野県消費生活情報／石油価
格情報（長野県消費生活室）による毎
月調査結果による暖房コスト

図　化石燃料とペレット燃料の暖房コスト（長野県でのケーススタディ）

!



価格も比較的安定している（図）。時期によって

は、ペレット燃料のほうが石油よりも安価になる

場合もあり、今後、ペレット燃料がさらにコスト

ダウンすることにより、価格面でもメリットにな

ることも考えられる。

３．協働による自然エネルギーの普及
　自然エネルギーを利用した実用化された設備

が、普及に大きな伸びがみられなかったのにはい

くつかの要因が考えられる。

　地域における活用可能なエネルギー資源の把握

から、機器の選定・設置、そのための資金調達な

ど、自然エネルギーのプロセスごとに普及を阻害

する課題が存在するのが実状である。自然エネル

ギー信州ネットは、産学官民の連携体制による組

織であり、この組織には、太陽光、小水力、バイ

オマス、グリーン熱といったエネルギー種別ごと

の部会や、ファイナンス、マネジメント、政策調

査といった普及啓発に共通な部会を設け、それぞ

れが阻害要因の解決と普及啓発に取り組んでいる。

　さらに、立地的な特性や経済・行政圏、コミュ

ニティなどに配慮し、各地域ごとに自然エネル

ギーの普及に取り組むことが望ましい。その地

域に暮らす住民が、自らの地域の資源を把握し、

それをエネルギーとして活用、地産地消型エネル

ギーの需要と供給を担う、そんな新しいビジネス

モデルの実現が地域経済にとっても重要であり、

持続性も担保されることになる。そのために、自

然エネルギー信州ネットでは、県下各地において

自主的な活動を実践するための地域協議会を設立

支援し、連携しながら活動している。地域協議会

は20団体設立されており、自然エネルギーに関心

のあるものの知識が少なく知りたいという住民か

ら、すでに自然エネルギー設備を扱っていたり事

業化をめざしている人々や企業、市民団体まで参

加の幅は広い。

　自然エネルギー信州ネットは、各地の地域協

議会と連携しながら、地域協議会への情報提供

と、地域協議会間の交流などを支援するプラット

フォームをめざしている。

４．地産地消型の自然エネルギービジネスモ
デル

　自然エネルギー設備は、未だに初期投資コスト

が高価であり、導入に躊躇する市民も多いのが実

状である。ある程度のコストを受容して導入する

ことができる市民層がトップランナー的な役割を

果たすものの、次のステップとなる需要を喚起し

て利用者の裾野を広げるためには初期コストを下

げる工夫が効果的である。

　各種の補助金を利用することも対応策のひとつ

であるが、最近注目されているのが市民出資によ

る資金調達である。設備費用を市民出資でまかな

うと、利用者は場所を提供してエネルギーを購入

するだけとなり、初期コストの負担がなくなる。

この場合の利用者は、個人や民間事業者ばかりで

なく、行政機関でも可能である。土地や家屋など

の遊休資産を活用することも可能であり、新しい

収入源となることも想定できる。

　さらに観光産業や地場産業と結びつけること

で、付加価値の高いサービス提供をめざすような

ビジネス展開も可能であり、環境保全活動と経済

活動の両得となるようなアイデアも考えられる。

とくに、森林資源においてはカスケード利用によ

る資源の有効利用にエネルギー化の視点が欠かせ

ない。例えば森林資源は木材として加工し、その

プロセスで発生する端材を燃料やキノコ栽培用の

おが粉に加工する。木材乾燥に木質ペレットや

チップを用いることもできる。さらにこのエネル

ギーを温浴施設のボイラーやハウスでの特産品栽

培など利用できれば、地域の観光産業にも付加価

値をもたせることも考えられる。

　また、分散型でエネルギーを自給自足できる仕

組みが構築されれば、地域ごとにその地域に根ざ

したエネルギーの生産・流通体制が確立できるの

で、災害時などにも強みを発揮することができる。

　産学官民協働による自然エネルギー信州ネット

および地域協議会の活動により、本県における自

然エネルギーが普及・発展し、さらには新しいコ

ミュニティビジネスのモデルとして全国へとこの

取組みが波及することを期待している。

"
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地域資源としての産業遺産の有効活用を

 ─ 世界遺産登録への動きを好機として ─

近畿産業考古学会　会長
大手前大学　現代社会学部　教授　二階堂　達郎

１．文化的な遺産としての産業遺産
　私ども近畿産業考古学会は、産業考古学会（1977

年設立）の関西支部を継承する形で、2005年に設

立され、主に近畿地方に存在する産業遺産の調査

と保存・活用を目的に活動をしてきた。具体的に

は、産業遺産の調査・研究への協力、研究発表

会・学習会・見学会などの開催、刊行物の発行、

その他各種の活動・イベントへの協力などの活動

を展開している。所属会員は現役・OBの研究者

や・技術者・行政マンなど多彩な人々からなり、

それぞれのキャリアや経験を活かして各分野で活

動をしている。

　産業遺産とは、過去の生産活動にかかわる遺跡

や遺物の中で、歴史的・技術的・文化的に価値を

有するもののことである。具体的には、鉱山・炭

鉱などの遺跡、工場・作業場などの産業関連の施

設や建造物、機械・設備・工具類、土木・鉄道な

どに関連する施設や建造物、図面・仕様書・写真

などの記録類、さらには景観も含めて実に広範囲

なものからなる。

　これらは全国各地域に散在し、無数にあるが、

朽ちかけ崩れかけた廃墟や残骸、処分を待つ廃棄

物として見なされ、顧みられることなく放置され

てきたものが多い。また、経済発展や生産活動の

変遷に伴って失われたり、先の戦争によって破壊

されてしまったりしたものも少なくなく、現在も

なお、急速な技術革新や産業構造の変化に伴う設

備の更新や新事業への転換、企業合併、開発など

によって失われたり散逸したりすることが絶えな

い。かけがえのない価値をもっている場合でも、

それが十分に認識されず、保存への配慮がなされ

ないことが多いのが現状である。

　これら産業遺産は、産業の発展に寄与した個

人・企業・公的機関などの努力や営みを体現して

おり、従来から認められていた文化財と同様、貴

重な文化的所産のひとつである。とくに、わが国

は、資源もない極東の小さな島国であるにもかか

わらず、幕末・明治維新以降、西洋技術の導入を

積極的に図り、非西洋地域で初めて、しかも他に

例を見ないほど急速かつ短期間で近代化を成し遂

げた。産業遺産は、その社会変化の原動力となっ

た産業活動や技術発展、およびそれに尽力した先

人達の営為の証しである。

２．見直される産業遺産の価値
　こうした産業遺産が文化遺産（文化財）として

認知される大きなきっかけになったのは、2007年

に石見銀山（島根県、「石見銀山遺跡とその文化

的景観」）がユネスコ（国際連合教育科学文化機

関）の世界遺産（文化遺産）に登録されたことで

ある。また、有力な学会などが、産業遺産の重要

性を認めて各種の認定制度を相次いで設けたこと

も産業遺産の価値や保存の意義が認知される上で

力となった。たとえば、日本機械学会の「機械遺

産」（2007年）、情報処理学会の「情報処理技術遺

産」（2008年）、日本化学会の「化学遺産」（2010

年）、国立科学博物館の「未来技術遺産（重要科

学技術資料）」（2008年）などである。土木学会も

いち早く2000年度より土木遺産の認定を設けて

いる。

　こうした中で政府も産業遺産に注目するように

なってきた。文化財保護行政を担う文化庁は、多

くの近代建造物がその価値を認められないまま急

速に失われつつあることに危機感を抱き、1990年

から、わが国の近代化に貢献した産業・交通・土

木に係る建造物を「近代化遺産」と称し、それら

を対象とする調査事業（「近代化遺産総合調査」）

に着手した。この事業は、従来からの文化財保護

の対象範囲を産業遺産にまで拡張することを意味

し、すでに多くのものが重要文化財に指定されて

いる。また、1996年には文化財登録制度を創設し、

近代に建造・製作された多くの物件が登録有形文

#
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化財に指定されている。

　また、経済産業省も、2007、8年に、全国の産

業遺産群を「近代化産業遺産」として認定した。

これは企業関係者の間に産業遺産の価値を認識さ

せ、産業遺産を観光資源として活用する道を切り

開いた。その中では、全国の産業遺産群が合計66

の「地域史・産業史を軸としたストーリー」ごと

にまとめられており、地域の観光資源（産業観光）

として活用しやすいものとなっている。

　昨今、石見銀山に続いて産業遺産を世界遺産に

登録しようとする動きが相次いでいる。現在、登

録の前提となる暫定リストに12件が掲載されてい

るが、その中には次のような産業遺産が含まれて

いる。「富岡製糸場と絹産業遺産群」（2007年 1

月登録）、「明治日本の産業革命遺産　九州・山口

と関連地域」（2009年 1 月登録）、「金を中心とす

る佐渡鉱山の遺産群」（2010年11月登録）である。

このうち「富岡製糸場と絹産業遺産群」は2014年

の登録に向けて推薦手続きを終えており、「明治

日本の産業革命遺産」は、今年（2014年） 1月、

内閣が2015年の登録を目指して世界遺産への推

薦を決定した。

３．地域資源としての産業遺産の有効活用を
　こうした世界遺産への登録は、産業遺産を地

方の活性化のために活用する可能性を拡大する

ものとなろう。その参考にすべき先例として

「ヨーロッパ産業遺産の道（European Route of 

Industrial Heritage, ERIH）」（2008年設立）があ

る。これは、それまで個別的な保護・活用にとど

まりがちだった重要な産業遺産（世界遺産を含

む）を横に結びつけ、ヨーロッパに共通する工業

化の歩みを明らかにして産業遺産への関心を高

め、さらに観光資源として活用することを目的と

したプロジェクトである。現在、ヨーロッパの

43ヵ国、1,000以上のサイト（世界遺産を含む産

業遺跡、公園、博物館、景観など）が参加し、鉱

業・製造業・エネルギー・運輸通信といった産業

分野のテーマごとにルートや拠点（アンカーポイ

ント）に、観光客など多くの人々が訪れている。

　ドイツのルール地方では、これに先駆けて1989

年、荒廃した旧工業地帯の再生に向け、連邦・州

政府、民間企業、民間団体、博物館などが連携し

て地域再生プロジェクト（「IBAエムシャーパー

ク構想」）を立ち上げ、産業遺産の保存と再利用、

産業景観の修復・保全、産業パークの整備などと

併せ、緑地帯の再生、河川水系の環境改善、住環

境の再生などを実現した。この地域は「ヨーロッ

パ産業遺産の道」の中でも注目されるルートと

なっている。

　産業遺産の対象には、造船、製鉄・鉄鋼、石炭

産業などのような大規模で典型的な近代産業だけ

でなく、伝統産業や地域に根ざした地場産業など

も含まれる。わが国では、それらの産業が果たし

た役割は相対的に大きく、過去において地域の発

展や近代化に貢献したばかりでなく、現在でも地

域の重要な産業となっている。これらの産業遺

産は、地域への愛着と誇りを育むと同時に、地域

活性化に向けての活力を与えてくれる貴重な財産

である。公的機関や研究組織などによる調査・研

究に加え、自治体、各種民間団体や郷土研究家を

はじめとする地域住民の協力により、地域の歴史

的・文化的資源としての産業遺産を発掘し、魅力

を加え、活用することが必要である。また、企業

が所有していたり、現に利用されていたりしてい

るものも多くあるため、企業の協力も必要であろ

う。私どもの活動範囲である近畿地方にも、舞鶴

市（赤れんが倉庫群）、京都市（琵琶湖疏水）、生

野市（生野銀山）、洲本市（カネボウ煉瓦造工場

跡）など学ぶべき活用例がある。産業遺産の世界

遺産への登録の動きを好機としてとらえ、行政、

地域、企業が連携して地域の振興・活性化に向け

て一歩を踏み出す時が到来しているといえよう。

$
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地域に育まれ、地域に活力を生み出す

スポーツの力

公益社団法人中国地方総合研究センター　地域経済研究部　主任研究員　和田　周大

はじめに
　岡山県西部に位置する井原市（人口約 4万4000
人）に全国トップクラスの競技力を持つ二つの高校
クラブがある。この二校はそれぞれ異なる形で地域
の支援を受け、全国的にも知名度を高め井原市の新
たな地域資源となり、地域の活力を創出している。

１．地域の卒業生が生んだ駅伝強豪校
　　（興

こうじょうかん

譲館高等学校女子陸上競技部）
　井原市の新たな地域資源となっている高校クラ
ブの 1つが、興譲館高校女子陸上競技部である。
2004年以降、優勝 2 回、準優勝 5 回を誇る同校
は、全国大会10年連続表彰台（ 3位以上）という
偉業を継続しており、2012年のロンドンオリン
ピックでは 2名の同校卒業生を送り込むなど、女
子陸上界の名門校となっている。
　興譲館高校は、160年を超える歴史のある私学
で、地域に多数の人材を輩出してきた。かつては
男子陸上競技部が駅伝の強豪校として知られてい
た同校であったが、1978年に出場を逃して以来、
なかなか全国大会に出場できない時期が続いた。
全国大会出場を逃した当時の選手が、その悔しさ
を胸に、地元経済界のOBと協力し私費を投じ、
施設確保や同校 OBの指導者の招へいなどを行
い、1999年に女子陸上競技部を創設したのが現在
の成功の始まりである。
　女子陸上競技部の全国における活躍は、地域に
様々な効果をもたらしている。その一つが、学校
および地域のPR効果である。全国にテレビ中継
される高校女子駅伝は、地域内外に興譲館高校と
井原市の名前を発信することに大きく貢献してい
る。特に、10年連続表彰台に上がっている興譲
館高校は、常に先頭争いに絡むことで選手の姿が
テレビに映し出され、学校の知名度は大幅に向上
し、有力選手の全国からの勧誘や一般学生の確保
にも好影響を与えている。さらに、所在地の井原
市についても全国に大きく発信されるため、多大

な宣伝効果を創出している。
　もう一つの効果が、地域住民への活力の提供で
ある。日々ひたむきに練習に励む選手の姿を直接
見ている地元住民には、自然と選手たちを応援す
る意識が芽生えている。さらに、全国大会の岡山
県予選が井原市で開催されることで、住民は競技
を身近で観戦し、応援できる環境が生まれてい
る。このように、地域住民が選手たちを見守り、
応援できる機会を持つことで、地域と高校クラブ
がより密接な関係が形成され、選手たちの活躍が
地域住民の楽しみとなっている。
　このように歴史ある学校の OBが支援主体と
なったスポーツ振興の取り組みは、全国に地域を
アピールする機会を創出し、地域住民も巻き込
み、地域の誇りとして主体的な支援へと発展する
など、大きな存在となっている。

２．行政主導で始まった新体操のまちづくり
（県立井原高等学校新体操部）

　井原市のもう一つの新たな地域資源となってい
るのが井原高校男子新体操部である。井原市で男
子新体操が根付くこととなったのは、2005年に
岡山県で開催された「晴れの国おかやま国体」が
きっかけであった。
　国体開催以前から住民も観戦して楽しめる種目
を地元開催したいという関係者の思いから選ばれ
たのが、躍動的で美しい男子新体操であった。開
催種目決定後、男子新体操を地域に根付かせるた
め、井原市や市体育協会等が協力してその振興に
努めた。まず、県立精研高校（2008年に県立井原
高校へ統合）が少年男子新体操の強化指定校とな
り、全国トップレベルの指導者を招へいし、指導・
育成体制づくりを進め、これに合わせて井原市で
も新体操教室を開始し、ジュニア世代等の育成に
着手し、小中高の一貫した育成体制を確立した。
　こうした育成の成果が現れたのが2001年から
で、精研高校がインターハイに団体初出場したの
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を皮切りに、2005年には、インターハイそして岡
山国体で精研高校メンバーを中心とする岡山県選
抜が優勝を果たし、ジュニアチームも全国優勝す
るなど、新体操のまち井原のイメージを全国に発
信していくこととなった。昨年もインターハイ個
人総合優勝などの優秀な成績を残している。
　井原市の男子新体操の強さは、小中高の一貫し
た指導体制を確立している点にある。これによ
り、長期的な育成が可能となり、柔軟性、技の完
成度など美しさにこだわった新体操が実現できて
いる。そして、小中学生にとって、手本となる高
校生を日々目の当たりに練習ができる環境は、目
標を持って競技に取り組むことにつながり、技術
向上にも大きく役立っている。また、井原で育っ
た選手たちは大学競技でも活躍し、プロパフォー
マーとしてシルクドソレイユの舞台に立つ者も輩
出しており、子どもが競技を通じて将来の夢を具
体的に描くことができるようになっている。さら
に、特徴的なこととして、全国トップクラスの競
技力を持ちながら、選手の全てが井原市出身者で
構成されていることである。地元の子どもたちだ
けで構成されるチームが競技することで、地域か
らの愛着や親しみはより大きくなり、取り組みを
地域全体で支えようとする環境が形成されている。
　また、興譲館高校女子陸上競技部と同様に、地域
で競技を観戦する機会も多く設けられており、全国
の強豪チームを招待しての井原新体操フェスティ
バルなどは毎回会場が満員になる盛況ぶりで、地域
住民も心待ちにする一大イベントとなっている。
　こうした井原市の新体操のまちづくりは、国体を
きっかけとする行政主導によるものであったが、全
国トップレベルの選手は地域の子どもから養成さ
れ、近年はOBが指導者として地元に定着したり、
井原の新体操に魅力を感じる競技者が井原市に集
まるなど、人材の好循環も生まれ、単なるスポーツ
振興からまちづくりへと着実に発展しつつある。

３．スポーツの力を活かした地域活性化
　2つの事例等からみた、スポーツという地域資
源の創出による地域活性化の成功要因には、以下の
4つの要素があると考えられる（右図）。1つ目が
全国大会出場や、全国優勝といった一般の地域住民
の興味を引くような「高い競技力」を有することで
ある。2つ目が、次世代や競技者を引き寄せ、そ

のスポーツを地域に根付かせるための「人材育成の
好循環」を生み出すこと。3つ目が「観るスポーツ」
の醍醐味である身近での「競技の観戦機会」を確保
すること。最後に、地域住民が一歩踏み込んで主体
的サポーターになり、支援の輪を広げていくような
「サポート体制」を確立することである。
　これらは地域住民を巻き込むための要素であ
り、相互に作用しながら、結果的にそのスポーツ
を地域資源や地域アイデンティティへと発展させ
ると考えられる。
　スポーツの持つ力と地域づくりが重なり合うこ
とで、スポーツ振興が地域の誇りや愛着の醸成へ
と発展し、地域の一体感やコミュニティ意識の高
揚などの社会的効果を引き出すと考えられる。す
なわち地域においてスポーツに関与した経験が、
住民と地域をつなぐ重要な要素となり、地域づく
りへの意欲を高め、具体的な行動を通じて地域活
性化へとつながっていくと考えられる。

おわりに
　スポーツの振興は、まちづくりに大いに貢献す
る地域資源といえるが、これを継続的なものにし
ていくためには、そのスポーツに関わる人を拡大
することが重要である。紹介した事例でも、主体
的に関わる人は限られており、より地域住民を巻
き込み、地域での盛り上がりを高める仕掛けが必
要である。また、アマチュアスポーツにおいても、
資金確保は大きな課題となっている。支援母体の
拡大とともにスポーツマネジメント手法や他の地
域資源との連携したPR等も求められる。
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地方シンクタンク協議会「第12回経営者会議」 
～地域資源を活用した地域活性化方策～ 

＜開催の様子＞

　地方シンクタンク協議会では、「地域資源を活用した地域活性化方策」をテーマに、
平成26年 2 月14日（金）～ 2 月15日（土）に『第12回経営者会議』を広島県呉市にて開催い
たしました。
　 1日目は 3グループに分かれてのグループ討議、2日目は呉市の地域資源の代表的施設
である「大和ミュージアム」、「旧海軍兵学校（江田島）」の視察を行いました。
　ここでは、グループ討議の様子について、各グループリーダーからの所感を交えてご
紹介いたします。

■開催日時： 平成26年 2月14日（金）～15日（土）

■場　　所： 呉阪急ホテル「安芸の間」（広島県呉市中央 1丁目 1番 1号）
  
■テ ー マ： 地域資源を活用した地域活性化方策
 
■参加対象： 地方シンクタンク協議会メンバー経営者層（役員、事務局長クラス）

■主な内容：
　○基調講演「呉市における歴史文化資源を活用した地域活性化方策」
　　　　　　　講師：呉市産業部参事　相原　謙次　氏
　〇グループ討議
　○視察見学会（大和ミュージアム、旧海軍兵学校）



【第１グループ】

第12回経営者会議

株式会社地域計画建築研究所　取締役相談役　金井　萬造

　 8名の方が「所感」を持ち寄り、その内容を紹

介しながら、検討課題を設定して討議し、意見交

換をしました。有意義な意見交換ができたと思っ

ています。以下にその討議の内容の要点を整理し

て報告とさせて頂きます。

〇今、「地域資源」に着目する理由
　地域で新しい経済価値を生む対象・取組み・そ

の付加価値創造の方法・地域活性化の対応につい

て、地方シンクタンクとして、地域の元気・活気

をリードしていくことが求められているといえ

る。行政の予算や財政の厳しい状況の中で、地域

にある資源で今まであまり着目されて来なかった

「資源」に着目して、付加価値の創造の手法を開

発していくことによって、これまでに行って来た

方法と同じまたはそれを上回る地域経済効果や波

及効果を地域にもたらすことが求められている。

〇「地域資源」の対象を広く捉えていく
　今までの土地・資本・ストック等だけでなく、

産業資源、歴史・文化資源、地域の祭事・催事等

のソフトな文化資本、人財資源、技術集積、組

織・運営や経営システム、自然・環境・景観とそ

れらが融合した文化的景観、地域遺産等、日々、

地域資源の見直しと検討が進められている。

〇地域で資源から経済価値を生む手法が注目され
てきている
　取組みを列記すると、「もの・情報・金」の交

流をさらに拡大して、付加価値を増加させてい

く。バリューチェーンやサプライチェーンでの高

付加価値化の検討、人と技術の集積を強化してイ

ノベーションや集積のメリットを発揮する取組

み、創造的発想のできるクリエーターが集まる創

造都市づくり、「産官学金」の連携・「産官学民」

の連携による取組み等と「地域」の概念に着目し

ての農工商の産業連携から「農の 6次産業化」の

取組み等が検討されている。

　これらの検討から、一企業体での検討の限界を

突破する「地域活性化」の取組みが進んでいる。

付加価値創造の構成要素だけでなく、そのものの

推進システムや運営・経営等地域全体の事業化・

運営・経営・継続システムづくりの検討に発展し

てきている。

〇「地域活性化」の取組みに向けて
　地域の活性化の目標は「そこに住む人々が明る

く・楽しく・元気よく生きていける地域づくり」

に設定するに参加者が概ね合意した。

　地域社会の現状と将来を見通して、人口・年

齢、産業構造、雇用と社会生活の安定、生活の安

全・安心の確保が課題であり、日本の国内は市場

の縮小傾向の中でグローバル対応が求められてい

る。税財政の運用の役割も考慮して地域の活性化

の取組みを進めていく。

〇地域資源を生かした活性化の取組み
　討議・意見交換の中で指摘された取組みは、ま

ず人材育成と地域での人口定着（定住）が必要で

す。地域の経済活動の付加価値化の取組みと地域

内の経済循環の強化を進めて地域産業の復興・再

生・育成に取り組んで地域コミュニティの自立と

課題解決力を付けていく。産業の生産・流通・販

売と市場の地域生活過程をシステム化した地域

循環の産業経済の構築を図り、関係者の連携強化

で、地域住民が安全・安心、健康で「明るく・楽

""
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しく・元気よく」生きていける地域を作り、活性

化を目指していく。

〇産業分野での地域資源を生かした取組み
　第 1次産業分野では、農業の 6次産業化の取組

みで付加価値を付け、魅力的産業にしていく。そ

のために生産から流通・販売までのシステムの運

営に参加していく。対策として人材育成と技術力

の向上と事業の運営・経営・継続のシステムを構

築していく。その取組みと合わせてグローバル対

応を取り組んでいく。

　第 2次産業分野では、地域特性に適合するオン

リーワン産業を目指していく。「産学官金」連携

を推進し、技術集積を図り、国際化に対応してい

く。

　第 3次産業分野では、人の地域間交流の拡大と

合わせて新しい着地型観光を進め、事業のマネジ

メント力と感動・共感を確実にもたらす仕組みづ

くりを進める。

〇地域資源を生かした地域活性化の取組みのキー
ワード
　人材育成、システム構築と運営・経営、産業創

造、ブランド力とマーケット力の結合、サプライ

チェーンとバリューチェーンのマネジメント、モ

デルの構築、地域循環等です。

ブロック 機　関　名 役　職 氏　名（敬称略）
北海道 株式会社北海道二十一世紀総合研究所 取締役 原田　実
東北・関東 公益財団法人東北活性化研究センター 専務理事 小泉　司
東北・関東 一般財団法人とうほう地域総合研究所 理事長 阿部　隆彦
中部 静岡県西部地域しんきん経済研究所 所長 山本　秀人
中部 株式会社三重銀総研 代表取締役副社長 筒井　真
近畿 株式会社地域計画建築研究所 取締役相談役 金井　萬造　◎
近畿 一般財団法人南都経済研究所 理事長 田村　健吉
中国・四国 公益社団法人中国地方総合研究センター 常務理事 池田賀津彦

◎はグループリーダー
（平成26年2月14日現在）
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【第2グループ】

第12回経営者会議

日本福祉大学知多半島総合研究所　副所長　　山本　勝子

　会議が開かれた 2月14日は日本中が雪に見舞わ
れた日で、交通機関は乱れ、特にひどかった山梨
からは、山梨総合研究所さんが欠席であった。筆
者はようやくのこと10分遅れほどで会場にたどり
着いたのであったが、さすが他の皆さんは予定通
りで到着しておられたようである。近年の気候状
況の激しさ、いつ来るか分からない大震災の予感
の中、将来をどのように思い描いていくか困難な
時代ではあるが、この時期地方シンクタンク協議
会経営者会議では「地域資源を活用した地域活性
化方策」がテーマの会議であった。
　第 2グループの参加者名は名簿を見ていただく
として、地域別にみると群馬県、愛知県 2名、兵
庫県、和歌山県、岡山県、福岡県であった。
　地域資源の活用を巡る議論であったが、冒頭の
発言は限界集落の売れない不動産の報告であっ
た、人口減少の中限界集落が増加しつつあること
は現実であるが、止められない減少傾向の中で一
定程度の集約が図られていくことはやむをえない
のではないかとの意見があった。同時に工場誘致
などは進むが、人口減少が進み生活臭のある町が
消えてゆくという報告もあった。当然のことなが
ら人口減少を過度に恐れる必要はないのではない
かという意見もあったが、置かれている地域の状
況により、将来をどのように見ていくかの差があ
るように思われた。
　筆者の住む愛知は、人口減少しつつも名古屋あ
たりに集中していくと予測されている地域であ
る。名古屋のケア付きマンションを見ると、高層

で機能的にコンパクトであるが、人生の最後がこ
こで良いのだろうかという思いにとらわれる。人
間のブロイラー化のようにも見える。地方都市で
の自然環境とゆとりある住環境を構築することは
できないものだろうか。日本人の人生の最後の生
活設計というか、人生最後のしあわせな状況をど
う考えるかがまだ見えていないように思われる。
　地域資源という範囲が広いため取り組みも様々
な分野に広がるが、関連19社でエコタウン構想の
もとPCB処理施設の運営や環境事業や人材育成
に取り組まれているところ、厳しい地形にもかか
わらず、農水産業の活性化を図り、付加価値の高
い商品作りやネット販売の促進、品種改良などに
取り組んでいる地域もある。どの地域も人口減少
に悩みながら、その先を見ようとしていることは
意見交換の中でも読み取れた。「何か良い着眼点
や行動指針がないものか」というのが参加者の共
通課題なのではないだろうか。

　この日の基調講演は「呉市における歴史文化資
源を活用した地域活性化方策」呉市産業部参事（大
和ミュージアム副館長）相原謙次氏であった。軍
港呉と共に生きてきた町の完膚なきまでに焼き尽
くされた戦後復興の歴史も興味深いものであった
が、子供のころから丹念に軍艦大和の資料やまち
の資料を収集し、市の職員となり、大和ミュージ
アム建設までこぎつけた執念は、まちづくりの一
つの形として感動的であった。今回のテーマにふ
さわしい示唆に富んだものだったと言えるだろう。

ブロック 機　関　名 役　職 氏　名（敬称略）
東北・関東 特定非営利活動法人NPOぐんま 理事 熊倉　浩靖
中部 公益財団法人中部圏社会経済研究所 常務理事 沢井　　治
中部 日本福祉大学知多半島総合研究所 副所長 山本　勝子　◎
近畿 公益財団法人ひょうご震災記念 21世紀研究機構 理事兼学術交流センター長 川鍋　彰男
近畿 一般財団法人和歌山社会経済研究所 常務理事・事務局長 木下　雅夫
中国・四国 一般財団法人岡山経済研究所 理事 難波　公司
九州 日鉄住金テクノロジー株式会社　八幡事業所 常務執行役員 八幡事業所長 佐藤　隆樹

◎はグループリーダー
（平成26年2月14日現在）
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第１2回経営者会議

公益財団法人徳島経済研究所　専務理事　田村　耕一

　皆さんに一回りご発言頂くと、ほとんど時間
いっぱいになり、あまり突っ込んだ議論はできま
せんでしたが、メンバーの主な発言内容は、次の
通りです。
　「里山資本主義」にも書かれているように、流
域圏、内海域、半島域などの自然地理的要素を基
本に全国を区分すると、独特の経済・文化・歴史
を持ち合わせており、地域資源による地域活性化
を考えやすいのではないか（創建　筒井会長）。
　未来につながる地域資源をどう活かすかと言う
視点も重要。地域の病院を核とする医療技術、ス
ポーツ振興などが当地ではキーワード。女子の大
学駅伝を初めて開催したが、県外から多くのボラ
ンティアが訪れ、経済効果があった（企業経営研
究所　中山常務理事）。
　特別なものでなくとも、何げない普段の生活の
中に地域資源はある。地域コミュニティの魅力な
ど、残していくべきものをしっかり伝えていくこ
とが大事（ひょうご震災記念21世紀研究機構　柳
井研究調査部長）。
　歴史文化資産を住民に伝えて街の魅力を知って
もらうことが、防災の街づくりを進めるうえでも
大いに役立つ（名古屋まちづくり公社名古屋都市
センター　川口都市センター事業部長）。
　地域資源を活用した活性化策を考える場合、①
いまある地域資源は何か②どこを対象にどんな特
色を打ち出していくか③提供価格、販売方法、配
送のしくみ、PRをどうするか、といったマーケッ
ト・インの視点が重要。こうしたプロデュース機
能、コーディネート機能がシンクタンクに求めら

れている（関西情報センター　田中専務理事）。
　ねぶた祭、リンゴ、マグロなどの地域資源があ
るが、現状に満足せず、この魅力をいかに深めて
いくかが課題（青森地域社会研究所　高橋常務理
事）。
　中心市街地活性化で、駅前開発プロジェクトや
街の駅構想にかかわるなど、調査・研究だけでな
く、実践に力をいれている。地方においては、と
くに行動するシンクタンクが、求められている
（下関21世紀協会　大迫専務理事）。
　有能なクリエーターの進出（神山町）や葉っぱ
ビジネス（上勝町）など過疎地の先進事例が多い。
一方、LEDによる地域活性化など未来につなが
る地域資産の活用にも取り組んでいる（徳島経済
研究所　田村）。
　今回の議論を通じて、地方シンクタンクとして
は、既存の地域資源の魅力をいかに高めるか、新
しい地域資源をいかに掘り起こして開発するか、
それらをどうやって発信し、ビジネスや経済の活
性化につなげるか、といった点での具体的な提案
をしていくところに存在意義があることを改めて
実感しました。シンクタンクの人材だけでそれ
が難しければ、有能な外部の人材とのネットワー
クを広げ、連携して取り組んでいくことが必要で
しょう。関西情報センター田中専務理事の指摘に
もあったように、プロデュース機能、コーディ
ネート機能をどうやって磨いていくかが、われわ
れにとっての大きな課題であり、次回はこうした
点に絞って議論するのが有意義と思われます。

ブロック 機　関　名 役　職 氏　名（敬称略）
東北・関東 一般財団法人青森地域社会研究所 常務理事 高橋　公也
中部 一般財団法人企業経営研究所 常務理事 中山　　勝
中部 株式会社創建 会長 筒井　信之
中部 公益財団法人名古屋まちづくり公社名古屋都市センター 都市センター事業部長 川口　泰男
近畿 公益財団法人ひょうご震災記念21世紀研究機構 研究調査部長 柳井　政則
近畿 一般財団法人関西情報センター 専務理事 田中　行男
中国・四国 公益財団法人徳島経済研究所 専務理事 田村　耕一　◎
中国・四国 一般財団法人下関21世紀協会 専務理事・事務局長 大迫　芳彦

◎はグループリーダー
（平成26年2月14日現在）
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自然災害後の復興を見据えた減災まちづくりの展開

～名古屋の都市圏及び地区レベルでの取り組みに向けて～

公益財団法人名古屋まちづくり公社
名古屋都市センター調査課研究主査　福田　篤史

１．はじめに
　名古屋市及び周辺地域は、東京と大阪の中間で

交通の要衝を担うとともに、自動車などの製造業

を中心に我が国の産業をリードする重要な位置づ

けを有している。一方、当地域はこれまで伊勢湾

台風や東海豪雨など大規模な自然災害を経験し、

近い将来には南海トラフでの地震発生が確実視さ

れている。こうした中、過去の教訓を踏まえ、自

然災害による被害軽減を図るとともに、被災後の

迅速な復旧・復興を念頭に置いた「減災まちづく

り」について、広域的な視点のもと産官学民が連

携して取り組むことが急務であると言える。

　自然災害後の復興について事前検討する取り組

みは、阪神・淡路大震災以降、「事前復興」など

の表現で必要性が主張されてきた。東京都では首

都直下型地震を見据え、震災復興時の都市づくり

のあり方を示す「震災復興グランドデザイン」が

2001年に策定されている。また、葛飾区では都市

計画マスタープランに「震災復興まちづくりの方

針」が盛り込まれ、豊島区や新宿区では地域住民

を交えた事前復興まちづくりの模擬訓練などが展

開されている。

　名古屋都市センターでは東日本大震災以降、名

古屋大学を始め産官学民で構成する「減災まちづ

くり研究会」を設置し、名古屋都市圏における事

前復興などを議論している。この中では、地理的

条件、人口動向、市街地の現状などの特性を十分

に考慮し、地域に対応した将来像や取り組みの方

向性を示すことの重要性が確認されている。本稿

では、同研究会の議論も参考としながら、名古屋

市を中心とした日

常生活圏である概ね20km 圏（図 1）を対象に、

自然災害による被災や復興を見据えた減災まちづ

くりの方向性について、都市圏レベル、地区レベ

ルの両面から提案を行う。

２．名古屋の地形や成り立ち
（1）地形地質
　当地域は東高西低の地形を有しており、東部は

なだらかな丘陵地、中央部は台地となっている（図

2）。一方、西部から南部にかけては日本有数の海

図1　名古屋市を中心とする20km圏 図2　標高・傾斜度3次メッシュ（国土数値情報）
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抜ゼロメートル地帯が広がり、三角州性低地や干

拓地などの軟弱な地盤で形成されている（図3）。

（2）まちの成り立ち
①清洲越し

　徳川家康は1610年に、当時尾張の国の中心で

あった清須のまちを移転（清洲越し）すること

により、名古屋のまちの礎を築いた。これは低

湿地で五条川の氾濫にしばしば見舞われた清須

から、水害などの心配がない台地に城下を移し

た集団高台移転だとも言われている。

②戦災復興

　第二次世界大戦において、軍需産業の拠点

だった名古屋は集中的な空襲を受け、市街地の

多くが焼失し、戦後は大胆な復興土地区画整理

事業により、都市防災や自動車社会の到来を視

野に入れた100m 道路の整備や集団墓地移転な

どが行われた。この時、戦前からの都市計画も

活かされ、課題であった都心部の道路整備など

の解決が図られている（図 4～ 6）。

３．過去の災害履歴と今後の想定
（1）過去の災害履歴
①地震

　当地域で最も被害が大きかったのは、1891年

の濃尾地震とされており、マグニチュード8.0、

死者7,000人超、全壊・焼失家屋は約14万棟と

記録されている。

　また、南海トラフを震源とする巨大地震が過

去に約100～150年周期で発生している。この

うち東海地震は、1854年の安政東海地震から

160年近くが経過しており、巨大地震の空白域

となっている（図 7）。

図3　地形分類図（国土交通省国土政策局データより作成）図3　地形分類図（国土交通省国土政策局データより作成）

大起伏山地

中起伏山地

小起伏山地

山麓地

山頂緩斜面

大起伏丘陵地

小起伏丘陵地

砂礫台地（上位）

砂礫台地（中位）

砂礫台地（下位）

扇状地性低地
自然堤防・砂州・砂丘

三角州性低地

埋立地・盛土

干拓地

図4　街路計画図（昭和15年） 図5　戦災焼失区域図 図6　復興都市計画図（昭和21年）
  

100m道路

図7　南海トラフ巨大地震の履歴
（国土交通省中部地方整備局ホームページ）
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②風水害

　当地域で最も被害が大きかったのが1959年

に発生した伊勢湾台風であり、5,000人を超え

る犠牲者を出した。この甚大な被害が契機と

なり、我が国で初めて災害対策基本法が制定さ

れ、名古屋港では高潮防波堤（長さ約7.6km、

高さ6.5m）の設置、名古屋市では建築基準法第

39条に基づく災害危険区域として臨海部防災区

域の指定が行われた（図 8）。

図8　名古屋市臨海部防災区域の概要
（名古屋市ホームページ）
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  さらに、2000年に発生した東海豪雨では、都

市部の各所で内水氾濫被害が生じたほか、新川

など多くの箇所で破堤があり、床上・床下を含

め70,000棟を超える浸水被害が出た。こうした

被害も踏まえ、国では特定都市河川浸水被害対

策法が制定され、特定都市河川として指定さ

れた新川や境川流域では、一定規模を超える開

発に対して雨水浸透施設の設置を義務付けるな

ど、流域自治体も含めた総合的な浸水被害対策

の取り組みが進められている。

（2）災害被害想定
　平成24年 8月に内閣府が公表した南海トラフ巨

大地震の被害想定では、愛知県の最大ケース（地

震動：陸側ケース、津波ケース①）で約23,000人

の死者と約388,000棟の全壊が予測されている。

ここで、震度分布（図 9）、液状化可能性（図

10）、浸水深（図11）を見ると、名古屋20km 圏

ではいずれも西部から南部にかけての影響が大き

いことが伺える。また、今年 5月に愛知県が公表

した全壊・焼失棟数の分布を見ると、建物の集積

度合いの大きい名古屋市の中心部で大きな被害が

予測されている（図12）。

図10　液状化可能性（陸側ケース）
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図9　震度分布（陸側ケース）
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　なお、風水害についても、今年 3月に愛知県が

高潮浸水予測計算結果を公表したが、過去最大規

模とされる1934年の室戸台風級の超大型台風が

大潮の満潮時に近づいた場合、名古屋駅付近から

南の広範囲が浸水するとされており、伊勢湾台風

時と同様に海抜の低い南西部における危険性が高

いと言える。

 "
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４．都市圏レベルで見た減災まちづくりの方
向性

（1）人口の動向
　名古屋20km圏の人口動向（表 1）を見ると、

2005年から2010年にかけて微増しているが、その

傾向は地域間で大きく異なっている。長久手市を始

め土地区画整理事業を行っている東部の市町で大

きく伸びている一方で、海部郡など西部の市町や、

名古屋市の港区、南区など臨海部付近では減少して

いる。また、名古屋市の中区や東区でも大きな伸び

が見られ、都心回帰の傾向も伺える（図13）。

　次に、国立社会保障・人口問題研究所が今年の

3 月に公表した将来推計人口によると、2040年

までの30年間で約 8 %の人口減少が見込まれてい

る。これを地域別に見ると、西部から南部での減

少幅が目立つ一方で、長久手市や日進市などの東

部では10%以上の伸びが見られ、過去 5年間の傾

向に拍車がかかる結果となっている（図14）。

　なお、高齢者率の変化を見ると、2010年時の20%

強から2040年には10%以上増加すると予測されて

いる。これは地域社会の脆弱性が高まることを示唆

しており、自然災害による被害の状況や復旧・復興

の進捗に深刻な影響を及ぼすことが懸念される。

表1　過去および将来の人口動向
国勢調査人口 人口増減率 2040年人口 人口増減率 高齢者率

2005年 2010年 （2005-2010） （推計値） （2010-2040） 2010年 2040年
名古屋市 2,215,062人 2,263,894人 2.2% 2,088,107人 －7.8% 21.2% 34.1%
20km圏 4,636,762人 4,741,860人 2.3% 4,369,117人 －7.9% 20.9% 33.0%

図12　全壊・焼失棟数の分布
（津波ケース①、陸側ケース、冬夕、風速5m/s）
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全壊・焼失棟数（250mメッシュ単位）

60棟以上

40棟以上60棟未満

20棟以上40棟未満

10棟以上20棟未満

5棟以上10棟未満

1棟以上5棟未満

図11　浸水分布（土堰堤なし、・堤防）
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図13　2005-2010人口増減
（国勢調査結果より作成）

図14　2010-2040人口増減
（国立社会保障・人口問題研究所推計結果より作成）
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（2）市街地の現状
　土地利用の現状（図15）を見ると、名古屋市か

ら周辺市町にかけて建物用地が広がっているが、

西部では農地、東部では森林も残っている。これ

を用途地域の指定状況（図16）と見比べると、市

街化区域外にも建物用地が広がり、市街地が拡散

している状況が伺える。

（3）既存の計画における将来都市構造
　愛知県では 6つの都市計画区域が定められてい

る。このうち名古屋市及び隣接市町村を含むのは、

名古屋、尾張、知多の 3つの都市計画区域である

（図17）。それぞれの都市計画区域において将来

都市構造図が示されているが、20km 圏を対象に

見ると名古屋市から放射状に伸びる鉄道沿線に市

街地ゾーンが設定されており、主要駅周辺が広域

拠点や都市拠点に位置づけられている（図18）。

　また、名古屋市都市計画マスタープランでは、

めざすべき都市構造として「集約連携型都市構

造」が掲げられ、駅から概ね800m を「駅そば生

活圏」に位置づけ、居住や都市機能の集約を進め

るとしている（図19）。

図16　用途地域指定状況
（平成24年3月 愛知県都市計画総括図）

 

凡例
第１種低層住居専用地域

第２種低層住居専用地域

第１種中高層住居専用地域

第２種中高層住居専用地域

第１種住居地域

第２種住居地域

準住居地域

近隣商業地域

商業地域

準工業地域

工業地域

工業専用地域

凡例

土地利用種
田
その他の農用地
森林
荒地
建物用地
道路
鉄道
その他の用地
河川及び湖沼
海浜
海水域
ゴルフ場

図15　土地利用細分メッシュデータ
（平成21年度 国土数値情報）

図17　愛知県都市計画区域図
（愛知県ホームページ）

図18　20km圏で見た将来都市構造図
（愛知県資料より作成）
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（4）減災まちづくりの基本的な考え方
　戦後の人口増加への対応や製造業を中心とする

経済成長を推し進めるため、堤防整備など防災性

を高めながら、災害危険性の高い地域での居住や

生産機能の配置を受容してきた。しかしながら、

人口減少社会に差し掛かり、名古屋市都市計画マ

スタープランにも示されているように市街地のコ

ンパクト化が都市計画の大命題となる中で、改め

て災害危険性の視点を考慮したまちづくりが重要

となっている。自然災害による甚大な被害を受け

た場合、多くの人命が奪われ、経済活動が停滞し、

復旧・復興にも多額の費用を要する。そのため本

来は、災害危険性の高い地域への居住地や生産拠

点の配置は回避すべきであろう。

　以下では、名古屋20km 圏を図20のように大き

く西部、中央部、東部の 3つに区分し、それぞれ

の災害危険性等を踏まえた土地利用や都市基盤整

備の方向性を示す。

①西部エリア

　日本最大の海抜ゼロメートル地帯と言われ、

総じて軟弱な地盤となっている。このため、地

震時には揺れの増幅、液状化、津波による浸水

被害などが想定される他、豪雨や高潮による危

険性も高く、マルチハザードリスクを抱えるエ

リアである。

　こうしたエリアで従来からの土地利用を持続

する場合、事前の災害対策や被災後の復旧や復

興で多額の費用が必要になる。また、現状でも

図20　陰影図でみた名古屋都市圏の区分

図19　将来都市構造図（名古屋市都市計画マスタープラン）
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人口が減少しており、将来的にその傾向が強ま

る見通しであることから、鉄道駅周辺などで嵩

上げや地盤改良による安全性向上を重点的に進

め、都市機能や居住の集約を強力に進めるべき

である。また、一帯は農業に適した肥沃な土地

であることから、駅から離れた地区では農地や

緑地への転換を図ることで、保水・遊水機能を

回復していくことも防災性向上の観点からは重

要と考えられる。

②中央部エリア

　名古屋城から熱田神宮を中心とした台地上の

地形は相対的に災害危険性が低く、徳川家康に

よる「清洲越し」が行われるなど、古くから市

街地が形成されてきた。また、戦後は復興土地

区画整理事業により良好な都市基盤が整備さ

れ、都市圏の中枢を担う重要な機能が集積して

いる。先般、基幹的広域防災拠点の候補として

当エリア内で三の丸地区が選定されたが、相対

的に安全性が高く行政機能などが集積する地区

で被災時の司令塔機能を確保しておくことは重

要である。また、国土強靭化の観点から、首都

直下地震が発生した際の首都機能の代替なども

視野に入れておくことが必要である。

　一方、既成市街地の中には、過去の戦災で焼

失を免れ、木造密集市街地として残されている

地区も見られる。こうした地区では、市街地大

火などの災害危険性に加え、人口減少や高齢化

など様々な課題を抱えており、良好な居住地と

して再生するための取り組みが求められる。

③東部エリア

　丘陵地は浸水被害の心配が少なく、緑豊かな

環境は居住地として人気が高い。しかしなが

ら、東日本大震災の際に仙台市で被害が見られ

たように、過去に谷筋を埋めて盛土した箇所な

どでは地滑り被害が懸念される。また東部エリ

アには、かつての亜炭採掘地が広範囲に分布し

ており、炭鉱跡での崩落被害も想定される。こ

うした箇所は未だ明確でない部分が多いが、本

来であれば新たな居住は避けるべきで、現に居

住している地区では早急な対策が必要である。

　東部エリアでは現在も新たな宅地開発が行わ

れており、今後も人口の増加が見込まれてい

る。また、中央部に比べて開発余地も残って

いるため、仮に大規模な自然災害が発生し、西

部エリアなどで甚大な被害があった場合には、

仮設、恒久を含めた居住の受け皿とすることが

考えられる。公共交通の不便な地区での新規開

発は抑制すべきだが、ゆとりある居住環境を形

成、維持する中で、いざという時に活用できる

用地を確保しておくことは大都市として必要な

心構えと言える。

５．地区レベルでの減災まちづくりの検討
　ここでは、将来都市構造や災害危険性などを考

慮して複数のモデル地区を選定し、地区レベルで

の復興を見据えた減災まちづくりについてケース

スタディを行った。

（1）モデル地区の選定
　まず、名古屋市内の既成市街地において、密集

市街地としての課題を抱える米野（中村区）、御

剱（瑞穂区）の 2地区と、貴重な歴史的町並みを

残し、地震時に火災延焼などの危険性が比較的高

い那古野（西区）を取り上げた。また、標高が低

く地盤が軟弱な西部方面では名古屋競馬場前（港

区）と名古屋市外の津島を、東部丘陵地方面では

新たな宅地開発が進められている志段味地区をそ

れぞれ選定した（図21）。

（2）ケーススタディの実施
　冒頭で紹介した研究会において、選定したモデ

ル地区に関する様々なデータを用いながら、各地

区の望ましい将来像や具体的な取り組みについて

議論を行った。その結果として得られた各地区の

現状や課題、減災まちづくりの方向性について、

図22、表 2に示す。

図21　モデル地区の抽出 

  




